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農村活性化と「女性起業」の展開１２１

農村活性化と「女性起業」の展開
一岩手県二戸市を事例に－

片岡義晴

Ｉはじめに

－問題の所在一

今日，「地域活性化」が各地でこころみられ，それに関する議論が展開され

ている。それは現代日本の経済的，社会的問題がさまざまな現象形態をとりな

がら各地域に問題を生じさせているからである。とりわけ農村では人口減少，

経済停滞の中で問題が顕在化し，地域活性化が模索されている。

「農村活性化」の議論は，1990年代前半までは地域共同体に依拠した活性化

策を中心に展開された。1990年代後半以降の議論では，依拠する組織を旧来の

地域共同体とするのではなく，新たな共生関係をもつ組織へと，議論の視点が

変化している。農村の共同体の崩壊は一層進み，農村の統合論理が共同体から

市場原理へと転換したことによって，「活性化」の議論も旧来の共同体を根拠

とする視点に転換を迫ったのである（大泉：2002,ppl43-l48)。地域活性化の

主体をいかに想定するのか，それが今日の議論の中心になっている。

地域活性化に関する研究は「優良事例・ノウハウ提案型」と「批判的現状告

発・政策提案型」に大別されるが，前者は理論的深化に乏しく，後者は具体的

事例から理論を構築してこなかった（大泉：2002,ppI37-l41)。今日の地域活

性化，とりわけ農村活性化は，まず社会全体の中で位置づけられなければなら

ない。その上で，社会の一局面を精繊に分析することに傾斜した既存研究の枠

組みを超えて，活性化と人との主体的関わりを含め，「総合的」に分析する研

究が必要とされていろ：既存の研究方法を超えた，新たな理論構築が必要とさ
れているのである。

Hosei University Repository



122 

現代日本の農村では農業の位置づけは低下し，兼業も恒常化し，その中で農

業生産や農村での諸活動は女性や高齢者に担われることが多くなっている。農

村活性化はこうした人々に現実に担われ，また担われることが期待されるよう

にもなった。しかし，農地等の所有名義が夫等の男性に帰属することが多いこ

とから，女性は農業経営上の位置づけが不明確になる。そのため起業をこころ

みても，その部門は農業経営以外で夫と異なる部門へ向かうことになる（二階

堂：2002)．また，自分名義の資産・担保をもたないことによってリスク負担

能力を欠き，そのため起業する際，女性は資金調達の困難に直面することが多

い（安部：2002)。女性が農村活性化の担い手として注目されながら，その具

体的行動としての｢女性起業｣峰にはこうした多くの阻害要因が存在している。
農村における女性起業をめぐっては，その小規模さ，低収益性，さらには担

い手たる女性の多くが高齢であることなどがしばしば指摘される。しかし，経

済的活動のみを対象に女性起業を論じることは，農業の位置づけの低下，農

業・農村の担い手の変化といった現実の中での，多面性を持つ女性起業の今日

的な意義・役割をとらえることを困難にする（岩崎：1995，藤森：1998)。

女性起業をとらえる上で，今日の農業・農村の実態を踏まえた新たな視点が

求められている。起業がシャドウワークとされてきた女性労働を「見える」も

のへと変化させたことや，さらに女性が生活向上を重視することが多いため

｢規模の経済」追求主義に陥らず，それゆえに規模の小ささを維持し，それが

市場原理とは異なるシステムの創出を可能にすると認識されるようになったこ

となどが，新視点を求める背景にある。だからこそストックとして存在する農

業・農村の価値を発掘，再評価することにもなり，地域活性化をもたらす可能

性をもつのである（田中:2002)。女性起業は，その「経済」「生活」「地域社会」

という３局面での役割と，その相互連関から位置づけなくてはならない（岩崎：

l”５，ppl81-182)。

しかし，起業による経営安定と設立理念，適正な労働報酬と設立理念とのバ

ランスをいかに図るかが常に問題点として存在する。また起業の際の具体的部

門は，大半が従来の性別役割分業の枠内に限定されているのも事実である（田

中：2002,ｐ79)。起業等によって女性が農業・農村活性化の主たる担い手と

なるには，女性個人名義の報酬，資産の確保等の経済的自立と，そのための家
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農村活性化と「女性起業」の展開１２３

族構成員の相互理解といった「社会参画協定」が必要とされる（五條：２０００)。

それゆえ「女性起業」は新たな社会組織原理を生み出す可能性をもち（岩崎：

1995,pj84)，その前提として新たな主体形成が求められるのである。

一方，農村でも非農家化が進む中で，行政による具体的な農村活性化策にお

いても，従来のハード面の整備とともに，1980年代後半からソフト面での政

策が増大してきた。農業生産自体ではなく，グリーン・ツーリズムや都市住民

との交流のためのソフト面の政策充実が進められることになるのである。農村

活性化，女性起業の分析・検討の際には，生産性重視の農業・農村政策の転換

という政策変化も考慮に入れなくてはならない。

以上を踏まえてこの小論では，農業・農村活性化策と市街地活性化策が関連

して誕生した岩手県二戸市の女性による「農家レストラン」開業を例に，地域

活性化策との関連から「女性起業」の展開過程を整理，報告する。まず，既成

の方法から事例を検討し，その上でそうした手法からだけでは把握困難な側面

を見いだし，そのことによって，「女性起業」の可能性と，地域活性化との関

連と実態を多面的に把握していきたい。

本稿では，まず二戸市の概要について述べ，地域活性化を必要としてきた背

景に触れる。その上で農業・農村活性化を事業として推進してきた行政の政策

を県，市のレベルで整理する。そして，農家レストラン「つぶつこまんま」が

開業に至る組織母体としての｢食い道楽｣の活動に触れ，さらに，「つぶつこま

んま」開業と現実の問題点について述べていく。そのことによって課題に接近

していきたい。

Ⅱ二戸市の概要

１二戸市の概要

(1)市の概要と人口推移

二戸市は岩手県北部に位置し，青森県と接している（第１図)。同市は1955

年に１日福岡町，爾薩体村，斗米村，石切所村，御返地村が合併して福岡町とな

り，1972年には福岡町と金田一村が合併し，岩手県内13番目の市となって今

日の市域を形成した。
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第１図二戸市とその周辺
(注)鉄道路線名，駅名は2002年１１月現在のものである。

1972年の合併当時，29,774人を数えた人口は一時３万人を超えたが，1990年

国勢調査時には３万人を下回り，1995年28,018人，2000年には27,678人へと減

少傾向にある。その中で高齢化も進み，６５歳以上の人口比率は1975年の9.2％

から，1995年の19.7％へと高齢化率は高まり，岩手県平均の18.0％を上回って

いる。

(2)産業構造の特色

1995年の産業別就業者数は，第１次産業就業者2,878人（19.1％)，第２次産

業就業者4,875人（32.4％)，第３次産業就業者7,281人（48.5％）である。第１

次産業就業者は減少しているが，依然その比率は高い。その大半は農業就業者

である。

産業別純生産額では，第３次産業のそれは額は大きいが，近年その比率は低
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第２図

下している（第２図)。第２次産業のそれは1998年度35.5％へと比率を高めて

いる。一方，第１次産業の比率は低下を続け，1998年度は6.3％を占めるにす

ぎない。

第１表二戸市の商店数．従業者数.商品販売額

lli位（111位：人、Ｔ万円）
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注１）空白部は詳細が不明である。

浅科：－２戸IIJ資料
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しかし，工業の出荷額は近年減少し，事業所数，従業員数も減少している。

商業でも商店数は減少し，従業者数も低迷している（第１表)。卸売業，小売

業ともに飲食料品販売額が大きく，それは1999年には卸売業で75.9％，小売

業で31.5％を占める。1999年の小売業と卸売業の販売比率は１：1.65であり，
Ⅱ） 

岩手県全体の傾向と同様，卸売業の集積度は低し]・

二戸市は大規模小売店が立地する盛岡市と八戸市の中間に位置し，同市商業

への両商圏の影響は大きい。そのため市内では零細小規模店舗の減少は一層進

み，空き店舗も増加している。こうして農業はもとより，商業，工業のいずれ

も停滞する中で，経済・社会全般の活性化が求められてくるのである。

２二戸市における農村活性化策

一雑穀普及への事業の展開一

(1)県事業の展開

一アグロポリス構想と「食文化」事業一

同市における農業・農村の活性化策を生む上で，岩手県の事業が一定の契機

になっている。まず二戸市の活性化策に関連する主な県事業を整理しておこ

７。

「印

一時期，国が構想した「アグロポリス構想」を岩手県は事業化したが，県内

で組織化が実現したのは県北部の５市町村だけであった。それは二戸市，一戸

町，浄法寺町，軽米町，九戸村である（第１図)。組織形成にまで至ったのは，

当時5市町村管内に，農協が存在し，それら農協の合併も視野に入れ，５市町村

が管内の農業活`性化，地域農業確立を目指したからである。1993年８月，社団

法人「二戸地域アグロポリス推進機撫（以後，アグロポリス推進機構と略称)」

が組織され，同機構は各市町村，農協とともに農業活性化地域農業確立を図

ることになっだ：

1996年には，県当局は「いわて食文化発信戦略展開事業」を実施し，その下

に「食の匠」認定制度を設けた。同認定制度は岩手県の「ふるさとの味」づく

り促進のため，知恵，技能の保存，伝承とともに食文化を発信し，地域農産物

の生産拡大に関連付け，さらにはそれらを通して地域活,性化をはかることを目
Ｉ７０ 

的とした。
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農村活性化と「女性起業」の展開１２７

この過程では各地方振興局単位で「郷土食｣削り見直しを行った。アグロポリ

ス推進機構は同認定制度にもとづき管内の「郷土食」見直しに関わることにな
（切

った。その結果，同地域におし､ては多種類の「郷土食」が存在し，その多くは

雑穀を食材とするものであることが再認識されることになった｡それを契機に

二戸市当局でも雑穀の生産振興が検討されることになったのである｡

(2)東京都との雑穀の協定締結と地域活性化組織の基盤づくり

1997年，二戸市は東京都との間で「有機農産物等の流通推進に関する基本協

定」を締結した。同協定は信頼できる有機農産物の流通を促進し，消費地と生

産地の信頼，相互関係を構築することを目的としている。そのため産地の自治

体は農薬，化学肥料の使用量を確認する。一方，東京都は協定品取り扱い業者

を登録し，店頭表示の規定を設け，さらに産地側に登録業者を紹介することと

されている。東京都は］県１５市町村と同協定を締結している。協定締結の対象

になったのは，二戸市の場合は主に雑穀である。

当時の東京都側の有機農産物の規定は，農薬，化学肥料を３年以上未使用の

圃場で栽培されたものとされていた。当時それに該当する二戸市の雑穀は「伊
，川

ｶﾛ古・五穀の会」で栽培されたものだけであった。同会は健康志向の高まりの

中で，市内雑穀生産農家によって1995年に結成され，雑穀の無農薬栽培をこ
」［

ころみ，｜日来の雑穀の食文ｲﾋ復興も目指していた。

しかし，雑穀は流通に乗りにくく，生産を拡大しても販路拡大，収益拡大は

見込めなかった。雑穀の普及，生産振興を図るための基盤が必要とされていた。

そのため市当局は雑穀に関心をもつ人を一般公募し，1998年２月に「おらほの

手づくり倶楽部食い道楽」（以後，「食い道楽」と略称）を組織したのである。

参加したのは雑穀生産者，主婦，飲食店主など13名で，男性も含まれていた

が大半は女性であった。参加者の最終目標は「農家レストラン」設立に置かれ

た。

Hosei University Repository



128 

第２表「食い道楽」の主要な取組み

年月

1998年10月

1999年７月～11月

2000年１月

2000年８月

活動内容

大学生への郷土料理（ひつつみ）体験指導

月１回そぱ打ち，手打ちうどん体験指導

いわてグリーンツーリズム体験インストラクター登録(3名）

国際雑穀食シンポジウム2000（国際雑穀食フォーラム主

催）で調理実演（へつちょこだんご’ひつつみ）

TMO空き店舗運営調査事業による空き店舗利用による郷

土料理提供事業の検討

全国グリーンツーリズム体験インストラクター認定(財団

法人都市農村漁村交流活性化機構主催）

全国巨木フォーラム「二戸のたからつぶつこ膳」弁当

｢カシオペア連邦･食彩フェア」で郷土食（ひつつみ，へつ

ちょこだんご)実演販売(東京銀座）

新幹線開業イベント事業ふるさと弁当コンテスト参加

開業のため試食会実施２回

開業準備

店舗改修工事

開業披露試食会

｢雑穀茶屋つぶつこまんま」開業

2001年７月～１１月

2001年10月

2001年10月

2001年10月

月６
 

日
日

３
５
 

月
月
月
月
月
月

２
４
４
６
７
７
 

年
年
年
年
年
年

２
２
２
２
２
２
 

伽
い
い
Ⅲ
卯
伽

２
２
２
２
２
２
 

資料：二戸市資料

Ⅲ活性化組織の発足と展開

一「食い道楽」の展開と主体変容一

１「食い道楽」発足の意義とその活動

一地域活性化組織としての活動一

「食い道楽」は郷土料理utF活用し地域活性化を図ることを目的に，そのため

の料理技術の向上，普及を図る組織として位置づけられた。しかし，この段階

で目指した地域活性化は，郷土料理の利活用とはいっても，グリーン・ツーリ
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農村活性化と「女性起業」の展開１２９

ズム推進等，地域外の「客」を対象とした一種の「地域の特色づくり」の域を

出るものではなかった｡郷土料理を核として地域内の連関を強化するといった’
四

近年，各地で試みられている地域活性ｲﾋはそこで意識されてはいなかった。

「食い道楽」参加者は郷土料理の技術向上，普及のために各種のイベント等

に積極的に参加し，調理実演等を行った（第２表)。その活動は地域内にとど

まらず，他地域にも出向いていった。特に，参加者のうち主婦数名は「いわて

グリーン．ツーリズム体験インストラクター登録制度」にも登録され，また1

名は「食の匠」にも認定されるなど，さまざまな活動に参加していった。その

活動は，市当局が同組織参加者を募集した際，意図していた内容にほぼ沿った

ものであったが，参加者のうち数名は積極的な活動を展開し，同組織の活動を

牽引していった。

そうした同組織に，二戸市商工会は空き店舗を利用した営業の意向を打診し

た。それは，中心市街地活性化事業によって同商工会が空き店舗を借り，整備

した上でそれを「食い道楽」に運営委託するというものであった。

「食い道楽」参加者はイベント参加時の実演で，郷土料理に対する消費者の

反応に「手ごたえ」を感じたという。さらにそれは家庭料理の延長に位置づけ

られることから，参加者はその料理技術を蓄積しているとの確信もあったとい

う。しかし，それが事業として成り立つか否か不明であった。だが同組織に参

加している多くの者の年齢からすれば，他に新たな勤務や事業を開始する条件
（I6j 

がないこと()事実であった。

営業を目的に「農家レストラン」を開業するには自己負担も必要であり，営

業の成否という危険も伴う。したがって「郷土料理」に興味を有し，かつ開業

に参加したのは「食い道楽」の構成員全員ではなかった。農家レストランは

｢つぶつこまんま｣`計という店名で設立された。

２農家レストラン「つぶつこまんま」実現と主体変容

一既成組織からの脱皮一

(1)「つぶつこまんま」開業と「食い道楽」

「食い道楽」は13名でスタートしたが，同組織の有志が「つぶつこまんま」

を運営することになり，有志は女性７名に減った。しかし，この７名全員も同

Hosei University Repository



130 

店で従業することは困難であり，７名中，恒常的労働が可能なのは４名のみで，

新たに従業員を募集せざるをえなくなったのである。

恒常的従業が困難な３名のうち１名は食材としての雑穀供給とイベント等多

忙時のみ助勢し，他の２名は家庭の事情と，高齢であることからイベント等多

忙時のみ助勢する。同店開業時に新たに参加した４名は「食い道楽」以来の参

加者の縁故関係にある人々である。合計11名が「つぶつこまんま」運営に当

たっている。全員が開業のために出資し，したがって恒常的従業が困難な３名

もまた出資している。新たな組織はみなし法人の形態で，2002年７月５日に同
畑

店を｢開業した。

開業場所はＪＲ二戸駅前に位置するＪＲバス所有のピル内である。従来なら好

立地条件といえるが，近年の自動車交通拡大の中では，幹線道路から離れた同

場所で他に開業をこころみる業者はなかった。そこには，営業利益を見込めな

いという地元経済の実態と地元商店街自体の衰退が背景としてある。

こうして地域活性化のための組織として発足した「食い道楽」は，中心市街

地活性化事業にもとづく商工会からの運営委託によって開業へと向かっていっ

た。その過程で，従来の参加者から飲食店主などが脱落し，残った者も経済上，

家庭上の理由から全員が「つぶつこまんま」で労働できず，「食い道楽」の組

織としての内実は実質上解体し，共通意識を一層明確にした新たな組織として

再編成されることになったのである。

(2)「つぶつこまんま」における主体変容

一既成組織からの脱皮一

「つぶつこまんま」は行政主導の旧来型既成組織から，自ら行動する主体的

組織へと変化したといえる。それは開業する過程での資金調達に典型的にあら

われている。すなわち，中心市街地活性化事業による開業には商工会が大きく

関与したが，現実に開業するには資金不足は明らかであった。開業のための資

金調達手段として，参加者は県の支援事業を見出し，その事業の適応を自ら市

当局に働きかけ資金を狼得したのである。

中心市街地活性化事業によって，二戸市中心市街地活性化推進協議会が事業

費300万円の補助を受け，同協議会から委託されて同店は開業した。それによ
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って開業が可能になったとはいえ，その事業費は店舗内装費に相当する額にす

ぎず，営業上必要な厨房整備費を欠いていた。

その資金調達のため着目した手段が県の｢いきいき農山漁村づくり支援事業」

であった。同事業は中山間地など条件不利地域でグリーン・ツーリズムや起業

など，地域住民が主体的に地域づくりに取り組み，地域活性化を促進する活動

を支援する事業である。同事業は2002年度に発足間もなくＷその運用実態は
市当局も熟知していなかった。「つぶつこまんま」参加者は，その事業の適応

を受けるべく市当局に働きかけ，適応を実現させたのである。「つぶつこまん

ま」は同事業の「いきいき集団型事業」の認定を受け，厨房整備費約121万円

を調達したのである。うち県補助60万円，市補助30万円，自己負担31万円で

あった。

こうして「食い道楽」以来の農村活性化に加え，店舗立地の変化，地元商店

街の衰退の中で商店街活性化も期待されることになったのである。その過程は，

｢つぶつこまんま」が既成の地域活性化組織から脱皮し，活用可能な事業を積

極的に発掘し，事業適応を市当局に働きかけるという明確な目的・意識を有す

る組織へと変容してきた過程としてとらえることができる。

Ⅳ地域活性化組織としての「つぶつこまんま」の課題

一むすびにかえて－

「女性起業」とりわけ農村の女性のそれには，さまざまな制約条件があり，

｢起業」それ自体に重層的な困難が伴っている。それらが克服されなければ，

それを活用した地域活性化は望めない。「つぶつこまんま」開業は，そうした

諸困難に各段階で対応していった過程としてとらえることができる。

しかし，現実に解決すべき課題は多い。たとえば第１に，労働時間とその配

分である。現有の通常従業員は８名であり，うち１名は幼児をかかえるため長

時間労働は望めず，繁,忙時間帯の昼食時にのみ勤務し他７名の労働軽減の役割

を担っている。他7名は早番（8:00～15:00)，遅番（11:00～18:00）の２グルー

プに分けられ，１日８時間労働を原則としている。1週間単位で労働時間帯を交

代し，各人が1週間に１日の休暇をとれるよう労働配分している。しかし実質
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上，早番，遅番ともに，その７時間と付随する作業のための１時間の合計8時

間労働で通常の営業をまかなうことはできていない。家庭の主婦という立場か

らすればｉそうした時間帯の家事時間との重複をいかに克服するかが問題であ

る。

第２に,賃金の問題である。賃金は時給で支払われ,１時間620円であｵ:こ

の時給は，同地域の最低賃金水準であり，そのため開業時に従業員を勧誘する

際，同店での労働を生計維持上必要とする人は除外せざるをえなかった。した

がって組織構成自体が，同じ気持ちを有する人，または縁故者に偏ることにな

り，それゆえに一層，利益追求だけでなく，「食い道楽」の活動の中で，雑穀

料理実演の際に経験したという「自分たちで楽しめる｣，消費者との絆を深め

る活動として同店を位置づけ，そうした意思を有する人々の組織へと特化して

いったといえる。

第３に，社会保障の問題である。現在，従業員は社会保険等には未加入であ

り，同店で労働することが従業員の生活向上自体に大きく寄与しているとはい

えない状況にある。これは「みなし法人」という組織形態自体の問題でもあ

る。

第４に，「食い道楽」発足以来，同店開業まで組織が目指した地域活性化と

の関連である。同店の開業も郷土料理の普及，それを通した地域活性化を目的

とした。地域活性化が最終的には地域内連関を図ることであるとすれば，「起

業」によって中心市街地活性化には寄与することになったが，同店の活動と元

来目的とされた雑穀の生産振興，農業振興との連関が依然として課題として残

るであろう。

第１から第３までの点は，主に経済的側面からみた課題である。それを他の

側面から再検討すれば異なった解釈が可能になる。例えば第１の点では，「つ

ぶつこまんま」での労働を最小限にとどめ，家事を最優先させなければならな

いとすれば，農村や農家に依然として残存する,性別役割分業を前提にすること

になる。それは，旧来の社会的姪桔を克服していく可能性をもつ「女性起業」

を倭小化してしまう危険性をもつことになる。第２の点では，経済活動のみを

重視すれば女性起業や農業・農村活性化自体の多面性を過小評価することにな

る。低い労働報酬ではあっても，なにゆえにそれとバランスさせることができ
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ろのかという，女性起業のみならず地域活性化の諸活動の存在自体の意味を問

い直す道を，こうした視点は閉ざすことになる。第３点においては，これは女

性起業の問題ではなく，日本の社会保障制度の問題である。問われるべきは制

度それ自体である。

しかし第４点目に関しては，「地域活性化」という組織発足以来の目的との

関連で検討されなければならないであろう。「つぶつこまんま」の郷土料理は

大半が雑穀を利用していることから，同店の営業は－定量の雑穀を必要とし，

雑穀生産を支える役割を果たす。しかし，同市全般の雑穀生産への波及効果，

それを通した農業活性化という面との連関は，依然として今後の活動課題であ

ろう。

また，「食い道楽」の郷土料理実演等で消費者が示したという雑穀への関心

も，文化としての雑穀食や，それを生んだ「郷土」への関心のみによるもので

はなかったといえる。食物アレルギーの増加，それを回避する可能性のある食

材としての雑穀への着目，そうした現代社会の食生活全般の問題，さらには健

康志向といった現象が雑穀への関心の背景にある。したがって，郷土料理それ

自体が着目され，それによって当初の「食い道楽」や「つぶつこまんま」が目

的の一つとしたグリーン・ツーリズム等の活動が促進されるとは想定できない

のではなかろうか。

とはいえ，－組織の活動によって地域内連関を強めようとすること自体が困

難である。産業をも含む「地域活性化」の困難さは，日本社会の構造的問題に

起因しているからである。それゆえにこそ各地でさまざまな試みが行われなが

ら，「成功」困難なのである。安易に活性化策の成果を期待すること，それ自

体が問題といえる。

「つぶつこまんま」は「起業」によって行政主導の既成組織から脱皮し，地

域活性化を従来どおりに行政に依存するだけでなく，目的達成のために主体的

に解決方法を見出そうとし，行政に働きかける組織へと変容していったのであ

る。その過程で，参加者の主体的な「意識」「意図」が形成されていったこと

は事実である。少なくとも，「起業」によって「地域活性化」に向けて新たな

可能性を切り開きつつあるといってよい。
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この小論をまとめるにあたって，二戸市役所の高田一実，阿部満男，長谷川

清美，小野寺悦夫，嶋野賢一，佐藤勝，大道陽子の各氏，「つぶつこまんま」

の安藤直美氏には貴重なご教示をいただいた。

[注］

(1)大泉（2002）は主に農業経済学を対象として，その研究方法の問題点を指摘して

いるが，それは社会科学全般においても該当するといえよう。

(2)農林水産省は，農業・農村女性が行う経済行為を伴う活動を「女性起業」として

いる。女性起業を対象とした最初の調査が行われたのは1993年である。

(3)雇用者数の多い誘致企業の工場撤退などがその主要因である。

(4)］999年の，岩手県の小売業と卸売業の販売額比率は１：1.7であり，全国平均の

】：3.5に比べ卸売業集積度は低い。

(5)同櫛想は「自然・生態系活用型農業」を中心にして地域農業・農村の活性化を図

ることを目的にした。

(6)アグロポリス推進機構の事務局は二戸市役所内に種かれた。ｇ農協合併が実現すれ

ば同機櫛設立の目的である地域農業確立の第一歩が達成され，同機栂の存在理由

は消失する。そのため2000年には同機構は廃止されることが予定されていた。し

かし，2002年現在，３農協が存在するなど合併は当初予定されたほど進まなかっ

た。そのため同機構は継続された。なお同機櫛は2001年12月に「カシオペア連邦

アグロ推進機栂」に名称変更された。「カシオペア」の名称は，同機柵参加各市町

村の位極関係が星座のカシオペア座の形状に似ることから名づけられた（第１図)。

同地域の物産展などを開催する際も「カシオペア連邦」の名称で出品，販売が行

われてきた。

(7)この制度は「ふるさとの味」を維持し,その技能を有する者を「食の匠」として

認定する制度である。伝統料理，新郷土料理，特産加工品にかかわる技術を有す

る個人を対象に認定し，それを公開，伝承させることが同制度の内容である。同

制度は1996年から2001年まで継続実施され，認定が行われた。認証手続きは地方

振興局の菅輔区域ごとに食文化発信地方協議会を股け（県出先機関，各市町村お

よび関連団体から榊成>，同協識会会長から推爾され，「食の匠」認定会議で選考

し，知事が認定した。

(8)「郷土食」の概念は必ずしも明確ではない。また「郷土食」と「郷土料理」の区

別の有無も明確に意識されているわけではない。

(9)二戸地方振興局は二戸市，一戸町，浄法寺町，軽米町，九戸村を管鞘する。アグ

ロポリス推進機櫛は同振興局管内の全市町村が参加した機榴でもあり，したがっ
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て同機栂が「郷土食」見直しに関わることになったのである。

1999年に雑穀生産経験者が新たに設立した「北岩手古代雑穀」の雑穀も東京都の

規定に該当する。同組織でも雑穀の無農薬栽培をこころみ，さらには産学連携も

行い，雑穀収穫機械を開発するなど多面的活動を展開している．この2組織で栽培

された雑穀はロ市，農協などから構成される確認委員会と，盛岡市の認証団体

ASACによって「有機農産物」として認定される｡

二戸市をはじめ岩手県北部では1950年代初めまでヒエ等の雑穀生産が農業の重要

な位極を占め，雑穀食が広範にみられた（大野・薮野：2001)。

ここでいう「郷土料理」は，かつて広範にみられた雑穀食を意味する。アグロポ

リス推進機構が「食の匠」認定の際，再認識することになった同地域の食文化と

しての雑穀食である。

「食い道楽」設立趣旨にも「…今後，グリーン・ツーリズム等を推進する上で，当
市においても郷土料理は重要な位匠を占める…」と記されている。

大半が40歳代，５０歳代である。

「つぶつこ」は同地域の方言で雑穀を意味し，「まんま」は「ご飯」を意味する。

「食い道楽」は組織としては依然存在し，両者は並存している。

同事業は2004年度まで実施予定になっている。

従業員８名中，農家主婦２名，他は農家以外の主婦である。

家事等の関係で勤務時間に多寡があるため，月収入は多い場合で約１３万円程度，
少ない場合では８万円程度であり，従業員間の差も大きい。

(1０ 

(11） 

⑫ 
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